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地震災害における病院での災害看護活動に関する研究の動向
鬼塚　美玲 1　　尾立　篤子 2

　抄　録
目的：地震災害における病院での災看護活動に関する国内外の文献の概観により研究の動向を明らかにし，今後
取り組むべき研究上の課題検討のための示唆を得る．
方法：データベースは医学中央雑誌，CINAHL with Full Textを用いた．キーワードは災害，地震，看護，病院，
disaster nursingとした．対象文献 40件について発行年，研究目的，研究方法，結果を抽出して整理し，研究内容
は類似性で分類した．
結果：研究内容は「超急性期から慢性期における災害看護活動の実際と課題」「備えに対する看護職の意識・認識」
「各部署における減災・防災体制の整備」「看護職のメンタルヘルス」に分類された．
結論：今後の研究上の課題として，発災時間別や部署別の行動指針に関する研究，自施設の地域特性や地震発生
の時季などを考慮したリスクマネジメントに関する研究，組織的支援や看護管理者に焦点を当てたメンタルヘル
ス研究の必要性が考えられた．

キーワード： 災害看護，地震災害，病院，文献検討

Ⅰ．はじめに

　わが国は環太平洋地震帯に位置し，全世界のマグニ

チュード 6以上の大地震の 22.9％が集中する地震国で

ある 1）．近年では未曾有の被害を出した 2011年東北

地方太平洋沖地震（以下，東日本大震災）をはじめ，

2016年熊本地震や 2018年北海道胆振東部地震など全

国各地が地震災害に見舞われている．今後も南海トラ

フ地震や首都直下型地震，日本海溝・千島海溝周辺海

溝型地震などの巨大地震が高確率で予測されており，

激甚化する地震災害への対策は社会全体の喫緊の課題

である．

　地震災害では負傷者が広範囲にわたって同時に多数

発生する疾病構造の特徴があり，地域内の医療が機能

不全に陥りやすい 2）．その中で病院は外来患者や入院

患者の安全確保，多数傷病者や被災施設からの患者の

受け入れ，入院患者の診療継続，広域患者搬送など様々

な役割が求められ，看護の需要は急激に増大する．一

方で，地震による看護職自身や家族の被災，交通障害

に伴う参集困難によってマンパワーは不足し，ライフ

ラインの途絶，病院設備や医療機器の損傷，物流停止

等によって各種資源の不足が起こり，看護の供給は著

しく低下する．加えて，地震災害では余震や火災・爆

発による 2次的災害などの様々な危険に曝されながら

の災害看護活動となり得る．このような混乱かつ困難

な状況下でも病院で勤務する看護職が安全を十分に確

保し，求められる看護ニーズに対して迅速かつ臨機応

変に対応していくためには地震災害における病院での

災害看護活動に関する知見の蓄積が急務である．そこ

で，まずは地震災害における病院での災害看護活動に

関する研究の動向を明らかにし，今後取り組むべき研

究上の課題を検討することが必要であると考えた．

　災害看護活動に関する文献研究は，これまでに災害

看護学研究の現状に関する研究 3），看護職の災害対応

や備えに対する活動を時期別に明らかにした研究 4）
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などが報告されている．しかし，これらの先行研究は

地震以外の自然災害や病院以外の場所での災害看護活

動も対象としており，地震災害における病院での災害

看護活動に焦点を当てた文献研究は見当たらず，研究

の動向は十分に明らかにされていない．

　以上のことから，本研究では地震災害における病院

での災害看護活動に関する国内外の文献を概観するこ

とにより研究の動向を明らかにし，今後取り組むべき

研究上の課題検討のための示唆を得ることを目的とし

た．

Ⅱ．用語の定義

　病院での災害看護活動とは「災害サイクルの各期

（超急性，急性期，亜急性期，慢性期，静穏期）にお

ける病院での災害看護活動のこと」とした．

Ⅲ．方法

1．文献の検索方法

　国内文献のデータベースは医学中央雑誌Web版

（ver.5）（以下，医中誌）を用いた．キーワードは「災

害 and地震 and看護 and病院」，絞り込み条件は「原

著論文」「看護文献」に設定した．海外文献のデータベー

スは CINAHL with full TEXT（以下，CINAHL）を用

いた．キーワードは「disaster nursing」，絞り込み条件

は「English」に設定した．検索期間はどちらも限定

しなかった（検索日 2021年 2月 28日）．

2．対象文献の選定方法

　文献の選定過程を図 1に示した．データベース検索

の結果，382件の文献が抽出された．題目・抄録およ

び論文精読によるスクリーニングを行い，除外基準

「看護職を対象としていない」「地震災害に焦点を当て

ていない」「病院での災害看護活動に関する記述がな

い」「学術論文としての形式が整っていない」「査読を

受けているか確認できない」「総説など独自の調査デー

タを含まない」に該当する 344件を除外した．ハンド

サーチで抽出した 1件を追加し，40件を分析対象と

した． 

3．分析方法

　研究の動向を明らかにするため，マトリックス方

式 5）を参考に著者，表題，発行年，研究目的，研究

対象者，データ収集方法，結果の項目で抽出した．研

究内容は記載内容の意味を損ねないように集約し，内

容の類似性で分類した．真実性を保証するために，文

献の検索から論文執筆までの過程を通して継続的に振

り返りを行うとともに，質的帰納的分析では研究者 2

名で検討を重ねた．

4．倫理的配慮

　著作権法に基づき文献は出典を明記し，著作物の論

旨を損なわないように配慮した．

Ⅳ．結果

　発行年別の文献数を図 2に示した．文献数は年 2件

前後で推移し，多い年は 2014年 7件，2020年 6件，

2019年 4件であった．国内・海外文献別では国内文

献 39件，海外文献 1件であった．言語別では日本語

文献 38件，英語文献 2件であった．

　研究対象者およびデータ収集方法を表 1に示した．

研究対象者を部署別で見ると「看護部全体」16件，「病

棟全体」7件，「手術室」5件，「病棟（精神科）」4件

図 1　対象文献の選定過程
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の順で多かった．職位別では「スタッフおよび看護管

理者」16件が最も多く，次いで「スタッフ」10件，「看

護管理者」3件の順であった．災害看護活動の経験別

では「経験者を対象とした研究」が 24件あり，その

内訳は「2011年東日本大震災」12件で半数を占めた．

データ収集方法は質問紙法 22件，面接法（半構造的

面接調査）13件の順で多かった．

　研究内容は「超急性期から慢性期における災害看護

活動の実際と課題」15件 6-20），「備えに対する看護職

の意識・認識」9件 21-29），「各部署における減災・防

災体制の整備」9件 30-38），「看護職のメンタルヘルス」

7件 39-45） の 4つに分類された．研究内容の分類別にお

ける対象文献の概要を表 2-1，表 2-2，表 2-3，表 2-4

に示した．

　「超急性期から慢性期における災害看護活動の実際

と課題」（表 2-1）では 7つの地震災害について報告

されていた．災害サイクル別で見ると，超急性期では

病院 16, 18），子どもの入院のある病棟 19），精神科病棟 9），

外来 14），手術室 13）における地震当日の看護実践内容

が報告されていた．急性期では病院で発生した事象と

看護師の体験 6），亜急性期では病棟看護師 12）と手術

室の外回り看護師 15）の看護実践内容，慢性期では病

院からの被災地へ派遣されるプロセスにおける看護師

の体験 11）が報告されていた．また，超急性期から慢

性期における地震被害による診療・看護への影響・ス

表 1　研究対象者の部署・職位・地震災害経験者別，データ収集方法
項目 文献数

研究対象者の部署 看護部全体 16
病棟全体 7
病棟（精神科） 4
病棟（産科） 1
病棟（小児科） 2
NICU 2
ICU 1
外来 1
手術室 5
看護部管理室 1

研究対象者の職位 スタッフ 10
リーダー 2
看護管理者 3
スタッフ・看護管理者 16
職位の記載なし 8
非該当（報告書が対象） 1

研究対象者の地震災害経験別 経験者 2011年東日本大震災（日本） 12
2004年新潟県中越地震（日本） 5
2016年熊本地震（日本） 2
1995年阪神・淡路大震災（日本） 2
2007年能登半島（日本） 1
2018年北海道胆振東部地震（日本） 1
2013年四川地震（中国） 1

経験者以外 16
データ収集方法 質問紙法 22

面接法（半構造的面接調査） 13
面接法（半構造的フォーカスグループインタビュー） 2
質問紙 /構成的観察法 1
構成的観察法 1
既存資料からの質的記述的 1

n＝40.

図 2　文献数の年次推移
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表 2-1　研究内容の分類別における対象文献の概要（超急性期から慢性期における災害看護活動の実際と課題）

分類 出典 研究目的 地震災害経験の
有無・地震名 研究対象者 データ

収集方法 結果の要約

超
急
性
期
か
ら
慢
性
期
に
お
け
る
災
害
看
護
活
動
の
実
際
と
課
題

山田
（2020）6）

北海道胆振東部地震被災直後の
B病院内で生じた事柄を振りか
えり，大規模停電を伴う災害時
の病院の課題を整理し，災害へ
備えとして災害看護研修の方向
性を検討する

2018年 9月 6
日北海道胆振
東部地震

北海道胆振東部地震
被災直後の B病院
が被災時の状況をま
とめた報告書（2018
年 9月 6日～ 1週間）

既存資料か
らの質的記
述的データ

停電を伴う災害時の総合病院の課題は被災当日，通信が絶たれたことによって
病院スタッフは【情報不足に基づく院内の混乱】から【状況がわからないこと
がストレスの根源】の状況に陥っていた．今後の対策として【情報の共有】【人
員配置と管理】【物の配置と管理】【災害看護研修内容】の 4カテゴリが導出さ
れた．災害への備えとして「自律的に行動できる人材」育成を目指した災害看
護研修企画への示唆が得られた

伊山ら
（2020）7）

熊本地震を経験した医療機関の
被害状況の特徴や診療体制，支
援体制への影響をもとに災害時
の業務継続に必要な取り組みを
考察する

2016 年 4 月
16日熊本地震

熊本地震で被害の大
きかった地域の病院
で病床 100床以上を
保有する 4施設の病
院の看護部長等

面接法（半
構造的面接
調査）

診療・看護への影響として「電気復旧後は電子レンジで温タオルを作成し清拭
した」「通常外来ができるまでの 10日間避難所で健康診査を行った」「病院駐
車場の避難者から騒音や支援物資に対する苦情が多数発生しクレーム対応に追
われた」「スプリンクラー破損で漏水し入院患者の移動作業に追われた」等が
あった．取り組むべき対策として，使える BCPの作成，地域特性を考慮した
防災教育・訓練の実施，職員の健康管理た地域との連携強化の重要性が明らか
になった

谷口ら
（2019）8）

東日本大震災時の被災地の災害
拠点病院産科棟の妊産婦支援に
向けて赤十字の病院助産師と派
遣助産師がどのように協働した
のか記述する

2011 年 3 月
11 日東日本
大震災

東日本大震災時の被
災地の災害拠点病院
産科棟の病院助産師
2名と派遣助産師2名

面接法（半構
造的フォー
カスグルー
プ イ ン タ
ビュー）

「助産師と赤十字のつながりの中で病院助産師のやり方に派遣助産師が合わせ
ることに徹する」は，受援の経験と助産師の専門性から違和感なく派遣助産師
は支援先のやり方に合わせ，病院助産師はその意図を受けとめた．「見つけに
くい妊産婦と通常の保健指導ができないことで残った課題」は，震災後の母子
の支援について共に課題をみつけ解決策を探った．「病院助産師には話せない
被災体験を派遣助産師が受け止める」は，被災した同士である病院助産師と妊
産婦の関係を派遣助産師が補った

吉野ら
（2017）9）

東日本大震災当日の精神科病院
における看護実践から，看護者
の被災直後の対応とその対応を
通して看護者が学んだことを明
確化する

2011 年 3 月
11 日東日本
大震災

A精神科病院にて東
日本大震災当日に日
勤帯から夜勤帯に病
棟勤務をした看護者
17名

面接法（半
構造的面接
調査）

看護者が被災直後に行ったことは【理念と精神科看護者の使命の具現化】＜救
命活動の最優先＞＜施設記念を反映した行動＞，【安全と安心を優先した行動
と工夫】＜安全と安心が一番という意識に基づく行動＞＜患者の避難誘導に応
じた誘導＞等の 6中カテゴリ，【基本的な生活の確保】＜日常的なケアの確保＞
＜寒いい夜を病棟外で過ごすための工夫＞が抽出された．対応を通して看護者
が学んだことは【精神科看護者の使命と葛藤】【日ごろの備えの明確化】【不安
と恐怖ならびに限界との直面】の 3カテゴリーが抽出された

冨樫ら
（2017）10）

東日本大震災のときに勤務して
いて今でも後悔していることを
明らかにし，医療施設において
あらゆるリスクを前提にする
BCPや地震など特定リスクを
前提にした防災活動を考える上
で参考とする

2011 年 3 月
11 日東日本
大震災

千葉県香取海匝地域
の 11病院の看護師
447名

質問紙法

東日本大震災のときに病院で勤務していて今でも後悔していることは【組織の
準備不足】＜訓練をしておけばよかった＞＜ガスの準備不足＞＜参集できない
時の連絡方法がなかった＞等，【組織の指示・対応の不備】＜的確な指示が出
せなかった＞＜患者に対する対応が足りなかった＞＜管理者に対する不信感が
残った＞等，【看護師の家族へ対応不足】＜家族を優先できなかった＞等，【自
分がとりたいと思う行動と現実とのギャップ】＜病院にかけつけられなかっ
た＞＜自分がパニックだった＞等が抽出された

Li YH, et 
al
（2017）11）

2013年雅安地震の 1か月後に
派遣さえれた看護師の災害体験
を調査する

2013 年 4 月
20 日四川地
震（中国）

2013年の四川地震
（雅安地震）の 1か
月後に派遣された看
護師 16名

面接法（半
構造的面接
調査）

「病院から被災地に派遣されるプロセス」「被災地に到着して活動するための取
り組み」「看護師が直面した課題の振り返り」の 3カテゴリーが抽出された．
対象者の約半数は被災地に派遣される前に災害看護訓練を受けていたが，病院
から被災地への派遣の過程において一貫して心身の準備が不足していた

泉田ら
（2014）12）

東日本大震災で被災した病院
で，災害亜急性期に病棟看護師
がとった行動と看護ケアを明ら
かにする

2011 年 3 月
11 日東日本
大震災

A県の東日本大震災
で被災した 250床以
上の中・大規模病院
のうち地域ごとラン
ダムに抽出した 7病
院の病棟看護師85名

質問紙法

災害亜急性期の看護について日常の看護と異なったと回答した項目は「シーツ
交換」「患者給食」「身体の清拭」「外陰部洗浄」であった．物品が不足しなが
らもケア回数の減少や物品の工夫・代用をによって看護ケアを提供していた．
日常看護と同じと回答した項目は「急変時の対応」「危篤時の看護」「苦痛の緩
和」であり，患者の生命に直結する優先順位を判断して看護ケアを提供してい
た．これらの対応で不測の事態や感染症患者は増加しなかった

小林ら
（2014）13）

東日本大震災時，A病院の手術
室看護師が実際どのような行動
をしたのか，またその時の心情
の実態を明らかにし，今後の災
害時の行動指針作成の参考に 
する

2011 年 3 月
11 日東日本
大震災

A病院手術室看護師
17人 質問紙法

地震発生時，手術室看護師のほぼ全員が恐怖や不安を感じていた．外回り看護
師のほぼ全員が患者の安全確保や不安の軽減を行っていた．地震発生時及び地
震発生後にマニュアルに記載された必要事項が充分にできなかった．実践可能
な行動を見極め，定期的な訓練を実施することが重要であることが示唆された

菊池
（2014）14）

東日本大震災フェーズ 0におけ
る外来看護師の看護実践を具体
的に明らかにする

2011 年 3 月
11 日東日本
大震災

災害拠点病院 A病
院 1施設の外来看護
師 12名

面接法（半
構造的面接
調査）

「気持ちを鎮めながら揺れの収まりを待つ」「広い範囲に在院する患者・家族・
面会人の安全を守る」「外来全体の被災状況の確認と対応」「看護師同士で積極
的に情報を共有する」「周囲の職員とチームになり協働する」「帰宅誘導への対
応」「患者・被災者への多様なケア」「災害訓練を活かした行動」「混乱の中で
やれることをやる」「日頃からの災害対策への心構え」「災害時の看護師として
の使命感」の 11カテゴリーが抽出された

松本ら
（2014）15）

東日本大震災時の災害亜急性期
に外回り看護師が行った看護実
践を明らかにする

2011 年 3 月
11 日東日本
大震災

A県内の日本手術看
護学会に登録し，津
波の直接被害を受け
ていない病院のうち
7病院で災害亜急性
期に手術看護を経験
した看護師 82名

質問紙法

災害亜急性期に行った外回り看護は属性（年齢，性別，職位，経験年数，災害
看護経験の有無）で差はなかった．災害亜急性期において平時の業務内容をは
るかに超えた手術看護実践が行われていることが明らかになった．43カテゴ
リー中「医療機器・手術機器の熟知」「スケジュール」「不安の軽減」「看護スタッ
フ」に対し 4割以上が平時と異なっていた．自由記載内容から，災害亜急性期
の外回り看護は「災害により及ぼされる患者への影響を最小限にする看護」「災
害亜急性期の状況に応じた柔軟な対応」で説明された

高力ら
（2012）16）

東日本大震災発生時に震度 5 の
強い揺れを体験した際の看護職
員の役割遂行の実態を明らかに
して，過去に行われた災害訓練
の効果を検証し，今後の災害訓
練方法を検討する

2011 年 3 月
11 日東日本
大震災

日東日本大震災発生
直後に A病院で勤
務していた看護職員
（スタッフ）108 名

質問紙法

災害訓練未実施群と災害訓練実施群（全訓練実施群，防災訓練実施群，机上シ
ミュレーション実施群，災害対策 DVD視聴群）では役割遂行において有意な
差が見られた．役割遂行できなかった理由は「看護職員の精神的動揺」「患者
の動揺」「業務を継続せざるを得ない状況」「役割認識不足」「管理者からの指示・
伝達が不十分」「揺れによる看護職員の身体への影響」の 6 カテゴリーに分類
された

Arao  H, 
et al
（2007）17）

阪神・淡路大震災時の癌患者の
治療と看護の実際を明らかに
し，災害対応能力を高め，災害
への備えを強化する

1995 年 1 月
15 日 阪 神・
淡路大震災

1995年阪神淡路大
震災の際に，被災地
及びその周辺の病院
で癌患者の看護に従
事していた 8施設の
看護師 17名

面接法（半
構造的面接
調査）

震災後 2カ月間における大災害時の癌患者の処置と看護の実際として「外来患
者の消息を知ることの困難」「様々な癌治療を継続するための調整」「終末期の
患者とその家族のケア」の 3カテゴリーが抽出された．今後取り組む課題とし
て，中断された治療の再開と患者搬送のための情報管理システムの必要性，平
時における癌患者のセルフケア能力向上の必要性 ，終末期患者とその家族の
ための適切な場所確保と災害下での悲嘆ケアの開発の必要性が示唆された

神屋ら
（2006）18）

施設の被害状況，看護師の心境，
本部の状況を分析し，震災発生
時の看護師の入院患者に対する
避難・誘導に関するイメージの
形成，今後の災害に対する対策
を見直す

2004 年 10 月
23 日新潟県
中越地震

H16年 10月 23日の
新潟中越地震の際，
患者を避難させた病
院 2施設において，
病棟で被災し，入院
患者を避難・誘導し
た経験を持つ看護師
4名

面接法（半
構造的面接
調査）

震災後の行動として，患者の安全確認後，今後の指示を出したり，相談したり
しながら本部の指示を待つことや病室単位での行動を促すことを患者に説明し
てた．震災発生時の心境として，震災直後は本部からの指示を待つ余裕はなく，
看護師は「災害本部の状況が不明であることや本部の設置・指示が遅いこと」
が不安と感じながら，本部の設置までの 30分～ 1時間は各病棟の看護師や医
師が避難の判断を行っていた

井上ら
（2006）19）

新潟県越地震時に子どもの入院
患者を有していた病院の管理，
被災状況，子どもの安全の確保，
避難等の実態とその対応，子ど
もと家族の状況とケアを把握
し，子どもが入院する病棟の災
害時看護を明らかにする

2004 年 10 月
23 日新潟県
中越地震

被災時に子どもの入
院患者を有していた
新潟県中越地域にあ
る病院の看護師16名

面接法（半構
成的フォー
カスグルー
プ イ ン タ
ビュー）

子どもと家族の安全確認【日頃から良いチームを作る】【呼吸器管理をしてい
る子供はすぐに駆けつける】，子どもと家族への情報伝達【入院している子ど
もと家族へ情報を伝達する】，子どもと家族の避難【吸引】【保温】【避難時の
点滴：縛り切る】【中心静脈カテーテル：温存】【酸素ボンベ】【靴・マスク・
毛布・上着等の準備】，震災時の子供のストレス軽減【子どもを一人にしない】
【子どもを長期的に観察し心身の変化に早く対応する】【現実から離れた言動は
指定しないで語れる環境を提供する】等のケアを提供していた

林ら
（2005）20）

I県から要請を受けて医療救護
班を派遣した病院の看護管理
者の送り出す側としての支援
の状況を明らかし，今後の支
援活動のあり方を検討する

2004 年 10 月
23 日新潟県
中越地震

I 県から医療救護班
として派遣された
12 か所の国公立病
院に勤務する看護
管理者（看護部長・
総看護師長）12 名

質問紙法

看護管理者が医療救護班に対して行っていた支援は，派遣前には「活動に必
要な物品の提供や勤務調整」「救護班参加の看護職員の激励」，派遣中は「活
動中の看護職員と直接連絡を取り合う」支援，派遣後は「労をねぎらう」「活
動内容をよく聞く」であった．管理管理者の自らの支援の評価については「わ
からない」「不十分」と認識していた
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タッフへの対応・健康管理の実際 7），癌患者に対する

看護や処置の実際 17），急性期から亜急性期における

派遣看護師に対する看護管理者の支援の実際 20），亜

急性期から慢性期における産科病棟での支援看護師と

の協働の実際 8）が報告されていた．その他，災害サ

イクルは不明だが，地震災害時の災害看護活動に対す

る後悔 10）が報告されていた．すべて横断的研究であり，

データ収集方法は面接法 8件，質問紙法 6件，既存資

料の抽出 1件であった．

　「備えに対する看護職の意識・認識」（表 2-2）では

参集意識について現状や関連要因（臨床経験年数や同

居人の有無，通勤の距離や方法，災害看護研修受講の

有無，情緒的職業コミットメント等）が示されてい

た 21, 24, 25）．災害時の初動行動に対する病棟 27）・精神科

病棟 23）・手術室 28）における看護師の認識，現行マニュ

アルに対する病棟看護師の認識 22），災害に対する夜

勤リーダー看護師 26）・病棟看護師 29）の不安の現状が

明らかにされていた．9件とも横断的研究であった．

データ収集方法は不安の現状に関する 1件 26）のみ面

接法で，その他は質問法であった．

　「各部署における減災・防災体制の整備」（表 2-3）

では初動行動に関する勉強会やシミュレーション，自

作のアクションカードや行動表の効果について

NICU31）・ICU34）・病棟 36）における看護師の理解度，

手術室 32, 37）・NICU33）における看護師の行動の観点か

ら検証し，いずれも有用性を示していた．このうち，

看護師の行動に関する研究 2件 32, 37）は構成的観察法，

その他は質問紙法を用いて介入の前後で調査してい

表 2-2　研究内容の分類別における対象文献の概要（備えに対する看護職の意識・認識）

分類 出典 研究目的 地震災害経験の
有無・地震名 研究対象者 データ

収集方法 結果の要約

備
え
に
対
す
る
看
護
職
の
意
識
・
認
識

千葉ら
（2020）21）

看護師・助産師の職業帰属
意識と大地震発生時におけ
る参集意識との関連を明ら
かにする

—
A病院（災害拠点
病院）の管理職を
除く看護師・助産
師 571名

質問紙法

参集意識は「どちらかと言えば参集する」21.0%，「参集する」35.7％であった．
参集意識と日本語版職業コミットメント尺度（OCS）得点の間には相関関係は
認められなかった．OCSの全体得点と OCSの下位尺度「情緒的職業コミットメ
ント」得点の高い群の方が参集意識が有意に高かった．参集意識を向上させる
ためには，職業帰属意識の情緒的職業コミットメントを高める働かけの必要性
が示唆された

仲二見ら
（2020）22）

産科・地域包括ケア病棟看
護師の災害時の備えを明ら
かにし，病棟独自の災害対
策を構築する

—

南海トラフ地震発
生時に津波が到達
すると想定されて
いる災害拠点病院
A病院の産科・地
域包括ケア病棟に
勤務する病棟助産
師・看護師 20名

質問紙法

院内災害マニュアルを知っている者は 85％に対し，マニュアルを読んだことが
ある者は 45％であった．災害に対する意識調査も基づきスタッフが望む行動レ
ベルでの災害マニュアルを作成し，勉強会と自部署独自の災害訓練を実施した．
災害訓練を実施したことによって気持ちの変化があったと回答した者のうち，
約 6割が「不安は軽減した・なくなった」であった．部署別で災害訓練につい
ては全員が定期的に必要と感じていた

橋場
（2018）23）

精神科病棟看護師における
地震災害時の防災と初動に
対する 3意識を明らかに 
する

—
A病棟の精神科病
棟勤務の看護師
143名

質問紙法

災害時の初動 14項目の優先順位は「被災状況の確認・出火防止の措置」「隔離
患者の開錠」「拘束患者の解帯」「自分の身を守る」「スタッフへの指示」「患者
への指導および不安の緩和・処置」「患者の移送およい避難準備」の順に高かっ
た．自由記載の分析結果から「連携の強化」「安全の保障」「不安感の増大」「災
害教育の肝要」「施設環境の整備」の 5カテゴリーが抽出された

新美ら
（2016）24）

大地震発生時を想定した看
護職の参集意識と個人的要
件との関連を詳細に分析
し，参集要因確保対策を検
討する

—

A県内の 100床以
上の病院のうち研
究協力の承諾の得
られた 54病院に勤
務している看護職
4,847名

質問紙法

参集意識は「必ず参集する」17.9%，「状況による」76.6%，「参集しない」5.0%
であった．参集意識は年齢，臨床経験年数，職位，同居人の有無，通勤距離，
通勤方法等で相違を認めた．参集意識が高い者は職場帰属意識も高かった．「必
ず参集する」者の参集理由は看護師としての責任，役割がある，病院まで距離
が近い等が上位であった．「状況による」「参集しない」者の参集阻害要件は病
院までの距離や交通機関の問題，「参集しない」者では自分のことが大切，危険
なところには行きたくない等が多かった

山脇ら
（2016）25）

看護師が地震発生時に勤務
する勤務病院へ自主参集決
定についてどのような認識
を持っているかを明らかに
する

—
A市内の 3病院に
勤務する看護師
150名

質問紙法

地震発生時における自主参集決定に対しては「自分の家族の安否が明確である
こと」「自分の被災状況」「自分の居住場所の被災状況」「病院に行くまでの交通
の安全が確保されていること」が重要であると認識していた．自分の職位に対
する役割意識「病院スタッフとしての使命感」を重要と認識している者は少な
かった．看護師の認識として「とてもそう思う」との回答はの順で多かった．
個人属性の性別・親との同居の有無・災害看護受講経験の有無，災害看護への
興味・関心について自主参集決定に対する認識に有意差が見られた

岡本ら
（2013）26）

ケアミックス型病院におい
て，大震災発生時に夜勤
リーダー看護師が感じる不
安の内容を明らかにする

—

大地震が想定され
ている地方都市の
中規模のケアミッ
クス型病院の夜勤
リーダー業務を 3
年以上経験してい
る看護師 7名

面接法（半
構造的面接
調査）

夜勤リーダー看護師の不安として，看護師に関することは「夜勤リーダー看護
師としての状況判断」「夜勤リーダー看護師としての対応」「リーダーシップ能力」
「自分・スタッフ・家族の被災状況」「応援体制」「固定チームの特徴」「看護師
としての経験不足」の７カテゴリー，患者・家族に関することは「患者の特性」
「地震による患者への影響」「患者に関する情報把握」「家族への対応」の４カテ
ゴリー，環境に関することは「建物自体の被災」「災害時のライフライン」「災
害対策に関すること」の 3カテゴリーが抽出された

桑田ら
（2011）27）

看護師の地震災害の看護活
動に対する知識・関心・役
割を果たす自信との関連性
を明らかにし，災害看護に
対する基礎的資料を得る

—
150床公立病院の
病棟看護師および
助産師 55名

質問紙法

災害警報受信盤は日々意識する必要がないため，認識として低かった．非常口
の場所は知っていても案内までできていない現状が明らかになった．非常用持
出袋は必要と感じている看護職が多かったが，非常食・飲料水の存在は認識が
低かった．役割を果たす上で思うことについては「災害に対する不安感」「災害
に対する知識不足」「避難訓練について」「災害に対応できないパワー不足」の
4カテゴリーに分類された

青池ら
（2008）28）

手術室の「器械だし看護師」
「外回り看護師」「フリー看
護師」の災害発生時におけ
る役割別の行動に関する認
識を明らかにする

— F病院手術室看護
師 20名 質問紙法

役割別における災害時の行動に関する認識の特徴として，「器械だし」は患者が
ベッドから転落しないように体を支える，手術器械・機器の落下防止や器械類
の清潔を保持するであった．「外回り」は患者の状態を視覚・聴覚・触覚で確認
し，生命維持に直結する酸素供給を準備するであった．「フリー」はリーダーの
指示を受けて必要な場所に行き伝達・応援するなどであった．共通する認識は「自
分の身を守る」「明かりの確保「スタッフの安否確認」「避難」であった

大畠ら
（2006）29）

1.病院看護師の災害時にお
ける看護の準備状況と看護
師の意識，災害看護体験に
関する実態を把握する2.災
害時の看護を行っていく上
での準備状況に対する問題
点及び課題を見出し，E 
ナースの役割を検討する

—
病院看護師 346名
（うち E ナース 25
名）

質問紙法

看護師の災害時における不安の多くは「勤務中での被災に対する対応への不安」
であり，災害時にリーダーシップを取らなければならない時にどう動けばいい
のか漠然とした不安を抱いていた．Eナースでは半数が災害看護に関する研修
に自発的に参加していたが，所属部署での災害教育活動の実践や携帯品・医療
物品・器材の準備の実施率は低率であった
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た．精神科病棟の避難誘導マニュアルの現状 30），地

震災害経験に基づく病棟マニュアル 38）やケアパッケー

ジ 35）の有用性検証から減災・防災体制を評価した研

究もあった．評価の結果，発災時間帯や部署を考慮し

たマニュアルの作成，リアリティのある防災訓練の実

施，連絡手段や指示命令系統の整備，初動体制の整備

（人員配置，支援体制，患者避難誘導基準）などが今

後の課題として示されていた．

　「看護職のメンタルヘルス」（表 2-4）では自らが被

災しながらも災害看護活動を行った看護職のストレス

反応 40）やストレスの変容過程 39, 44），ストレスコーピ

ング 40），メンタルサポート 41）の実際について面接法

を用い質的に明らかにしていた．外傷後ストレス障害

（PTSD）に焦点を当てた研究では質問紙法を用い，影

響要因として急性ストレス反応の強さや年齢の高

さ 43），家屋被害や地震当日の災害看護活動の有無が

あること 45），震災 2か月～ 62か月後の 5時点におけ

る PTSDの出現率 45）を明らかにしていた．組織的ス

トレス緩和策に関する研究では質問紙法を用い，実施

状況の低さや意図的介入の不十分さを示してい

た 42）． 

Ⅴ．考察

　文献数の推移は 2011年東日本大震，2016年熊本地

震，2018年北海道胆振東部地震後の年から増加傾向

にあった．これらの地震災害は最大震度 7を記録し，

広範囲に甚大な人的・物的被害をもたらした．多くの

看護職が災害看護活動を経験したこと，大地震発生に

表 2-3　研究内容の分類別における対象文献の概要（各部署における減災・防災体制の整備）

分類 出典 研究目的 地震災害経験の
有無・地震名 研究対象者 データ

収集方法 結果の要約

減
災
・
防
災
体
制
の
整
備

岡ら
（2019）30）

精神科病棟における震災時の
避難誘導に関する現状を明ら
かにする

—

近畿圏内の精神科
を有する 70病院で
研究協力に同意の
得られた病院の精
神科病棟看護管理
者 52名

質問紙法

避難誘導マニュアルの有無は開放病棟や閉鎖病棟に比べ混合病棟は少な
かった．看護師自身の生命・安全確保に関する考え方は【人命の安全確保
が優先】【二次災害予防】【優先順位に困惑】【非常時の物品準備】【倫理的
ジレンマ】に分類された．避難訓練に対するスタッフのモチベーションを
高める取り組みは【話題による意識付け】【訓練・シミュレーション】【防
災パトロール】【研修・勉強会の参加】【訓練後の振り返り】【病院組織の活動】
【物品準備】に分類された

木村ら
（2019）31）

NICU スタッフの災害に対す
る認識を明らかにし，災害対
策を実施することで災害に対
する意識の向上を目指す

— A病院 NICU病棟
スタッフ 16名 質問紙法

NICU災害マニュアルを用いた勉強会，トリアージカード・アクションカー
ドの作成，震災机上シミュレーションを実施した．勉強会とシミュレーショ
ン前後にアンケート調査をした結果，スタッフの震災に対する初期行動（非
常口・消火栓の場所，搬出方法，指揮命令系統，アクションカード等）の
理解度は全ての項目で向上した

筒井ら
（2014）32）

当手術室で災害が発生した際
の現状把握とその後の行動変
容を期待するという目的で実
施した災害シミュレーション
を通して行動変容のプロセス
を明らかにする

—
シミュレーション
内容を事前に知ら
されない A病院手
術室看護師 3名

カテゴリー
システムに
基づいた構
成的観察法

1回目のシミュレーションでは地震や停電などの患者に起こるハプニングや
環境の変化に応じた対応ができずに戸惑う場面が多く見られ，チェックリ
ストの点数は低い結果となった．勉強会およびマニュアルを活用した役割
行動別（機械出し，外回り，フリー）練習をした後，同様の設定で 2回目
のシミュレーションを実施した結果，1回目と比べ 3つの役割全てでチェッ
クリストの点数が上昇した．避難までの所要時間は 1回目 11分，2回目は
9分と短縮した

大甫ら
（2014）33）

災害時のために作成した行動
表を用いて，初期対応ができ
るよう実働訓練し，その効果
を評価する

—
新生児特定集中治
療室（NICU）スタッ
フ 9名（助産師 1
名，看護師 8名）

質問紙法

地震災害発生時の行動表の啓発，9月の深夜帯に震度 5強以上の大地震を想
定した実働訓練を実施した．その結果，1回目より 2回目の訓練の方ができ
る行動（スタッフ・新生児・面会者の安否確認，使用中の医療機器の作動
確認，NICU内の安全な場所への移動）は増えていた．作成した行動表はス
タッフが共通認識のもとに行動するための指標として効果的であった．実
働訓練は複数回の実施が有効であった

高橋ら
（2014）34）

１．集中治療室（ICU）にお
ける地震発生時のカードとア
ルゴリズムの有用性を検証 
する
２．カードを用いた災害発生
時の初動体制のシミュレー
ションを行い，新たな課題を
見出す

— A病院 ICU に勤務
する看護師 13 名 質問紙法

アクションカードとアルゴリズム修正前後にアンケートを実施した．その
結果，アルゴリズムの表やアクションカードの見方・内容について理解度
が軽度上昇した．机上シミュレーションは平日午前，震度 6弱以上で津波
なしの想定といた．シミュレーション後のアンケート結果では災害発生時
の流れについてイメージできていない結果となり，アクションカードとア
ルゴリズムを用いた訓練を繰り返し行う重要性が明らかになった

沼口ら
（2013）35）

大地震前よりケアパッケージ
を導入していたユニットのう
ち，特に小児・成人混合病棟
における大地震時のケアパッ
ケージを活用した災害への備
えの効果と今後の課題を明ら
かにする

2011年 3月 11日
東日本大震災

A県内でケアパッ
ケージを導入して
いるユニットのう
ち小児・成人の混
合病棟における，
大地震当日のリー
ダー看護師 3名

面接法（半
構造的面接
調査）

大地震時のケアパッケージの小児成人混合病棟における効果は【とっさの
行動】【患者の移動の把握】【迅速な避難準備】【役立った備品】の 4 つが抽
出された．課題は【個人の課題】（災害時の備えに対する意識の継続），【病
棟の課題】（病棟独自の備蓄，具体的な行動を意識したイメージトレーニン
グの実施），【病院の課題】（災害時の人出の確保，病院の耐震情報の確認）
が抽出された

齋藤ら
（2012）36）

１.地震発生時の初期行動を
想定したフローチャート兼
チックリストを作成し，シ
ミュレーション訓練を行う
２.訓練実施後参加者が地震
発生時に自分の行動をイメー
ジできたかということに重点
をおき，その効果について検
証する

—
災害拠点病院 A病
院のシミュレー
ションに参加した
病棟看護師 17名

質問紙法

シミュレーションについては「満足度」「気づきや学び」に対して「ややそ
う思う」「大変そう思う」で 100％の回答であった．「災害時のイメージがつ
いたか」では 78％が「そう思う」，22％が「あまり思わない」であった．シ
ミュレーションに関する項目について講義研修参加の有無で有意 +差はな
かった．自由意見として「定期的な訓練の実施」「病院全体での訓練実施」等，
訓練を希望する意見が半数以上あった

大谷ら
（2011）37）

地震発生時の役割別行動表を
用いて避難訓練を行うことに
より，スタッフの防災意識と
災害時行動レベルが向上する
ことを明らかにする

— A病院手術室看護
師 9人

質問紙 /構
成的観察法

第 1回避難訓練，カンファレンス，行動表を渡して第 2回避難訓練を実施
した．その結果，機械出し看護師，記録看護師，外回り看護師の役割につ
いて全ての行動レベル得点が上昇し，地震発生中の行動はほぼ満点に近い
点数になった．震災時の対応を役割別・経時的に行動表として一覧表を作
成することは訓練時衣効果的であることがわかった

小島ら
（2009）38）

マニュアルの活用状況や課題
を把握し，より実践的なマ
ニュアル整備に役立てる

2007年 3月 25日
能登半島地震

能登地区にある 50
床以上の入院施設
を持つ病院 10施設
で，能登半島地震
発生時に病棟勤務
だった看護師 28名

面接法（半
構造的面接
調査）

災害対策マニュアルの有用性について，「マニュアル自体の有用性」「患者
の安全の確保」「指示系統の明確化」「情報発信への対応」「連絡網の不備」「勤
務体制や場の違いによる対応」の 6カテゴリーが抽出された．マニュアル
の課題として，リアルな防災訓練の計画，整備された連絡網，連絡手段，
指示者，マスコミ対応，入院患者の避難誘導の判断基準，他職種の応援体
制について盛り込まれる必要がある
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伴う災害への関心の高まりによって文献数が増加した

と考えられる．地震災害時の災害看護活動経験者を対

象とした研究のうち中国の四川地震以外は日本で発生

した地震災害であり，その半数は東日本大震災に関す

るものであった．東日本大震災では震度 7の耐震性が

要件とされる災害拠点病院も倒壊し，津波等によって

石巻圏の医療施設がほぼ壊滅状態となるなど病院での

災害看護活動を取り巻く環境は想定をはるかに超える

危機的状況に陥った 46, 47）．そのため，これまでの地震

災害では経験のない事象や困難な事象が多数発生し，

新たな知見として研究報告がなされたと考える．また，

対象文献は 40件中 39件が国内文献であり，地震災害

における病院での災害看護活動に関する研究は日本を

中心に行われていることがうかがえた．国際社会にお

ける地震国が担う使命という観点からも，日本では研

究成果の積極的な公表が引き続き必要である．言語別

では 1件を除き日本語文献であったため，国際社会に

向け英語文献数の増加が望まれる．

　研究内容については「超急性期から慢性期における

災害看護活動の実際と課題」「備えに対する看護職の

意識・認識」「各部署における減災・防災体制の整備」

「看護職のメンタルヘルス」の 4つに分類された．そ

の中でも「超急性期から慢性期における災害看護活動

の実際と課題」の文献数が最も多く，7つの地震災害

時の超急性期から慢性期における様々な各部署での災

害看護活動，受援や支援に関する実際や課題が報告さ

れていた．同じ地震災害でありながら阪神・淡路大震

災と東日本大震災では被害状況や疾病構造に大きな相

違があったように，地震災害では被災範囲や被災地域

等によって求められる災害看護活動は異なる．小井土

ら 48）が「災害医療や災害看護の実践は，頻繁に経験

できることではない．人は経験を通して熟達するもの

であり，経験を通じて状況適応能力を高める」と述べ

ていることから，病院看護職全体の災害看護能力の向

表 2-4　研究内容の分類別における対象文献の概要（看護職のメンタルヘルス）

分類 出典 研究目的 地震災害経験の
有無・地震名 研究対象者 データ

収集方法 結果の要約

看
護
職
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

佐々木ら
（2020）39）

大災害により精神的スト
レスを経験してもPTG（心
的外傷後成長）へと変容
した過程を明らかにし，
被災地における心のケア
の方法について検討する

2011 年 3 月 11 日
東日本大震災

東日本大震災の際
に被災しながらも
医療職者として仕
事を続けていた者
のうち，現在も勤
務している看護師
3名

面接法（半
構造的面接
調査）

研究参加者は震災前【過去の経験から得た災害認識と備え】を持っており，
震災当時【すぐに復旧するだろうという楽観】【想定をはるかに超える大地震
によるパニック】【家族がいることによる精神的な支え】【支援慣れすること
への危機意識】などの 15カテゴリを認知し，【職員の対応】【死者への対応】【病
院の復旧】を行い，現在【当たり前のことの大切さ】【役割の再認識】の認知
から【防災意識の向上】がみられ，【心境の変化】を実感していた

柏葉ら
（2020）40）

東日本大震災において，
勤務中に地震・津波に襲
われた看護師の語りから，
看護師のストレス反応と
ストレスコーピングを明
らかにする

2011 年 3 月 11 日
東日本大震災

東日本大震災にお
いて地震と津波被
害を受けながら B
病院で患者の救援
活動にあたり，離
職せずに仕事を続
けている看護師8名

面接法（半
構造的面接
調査）

ストレス反応は【絶望感】【安否に対する不安】【生活における困難感】であっ
た． 病院機能の喪失に伴い他病院へ派遣された看護師は同僚と離れ離れに【や
るせなさ】を感じ，慣れない被災地域の全戸訪問調査で住民からの暴言等で
二次受傷を負う【苦痛】を感じていた．津波によって亡くなった患者に関わっ
た看護師は【罪責感】を持ち続けていた．ストレスコーピングは【回避】【転
換】が見られ，【役割の逐行】はストレスを乗り越える過程において重要であ
ることが確認された

陶山ら
（2019）41）

熊本地震で被災した精神
科病院の地震発生直後か
ら復興期において，被災
看護師に対するメンタル
サポートの特徴を明らか
にする

2016 年 4 月 16 日
熊本地震

被災精神科病院（3
病院）の看護師9名

面接法（半
構造的面接
調査）

対象者自身のメンタルサポートは職場では【職場での積極的サポート】【職場
での声掛け】【休暇取得】【職場で話す】【仕事に行く】【経済的支援】【職場上
司やスタッフの活気】7つの内容，地域では【いろんな人と話をする】【地域
での声かけ】【周囲や支援者のサポート】【周囲からの電話】【家族のサポート】
【子どもとの時間・子どもの安定】【前向きな気持ち・共感と支えあい】【余暇
活動】【住む家】の 9の内容が抽出された

米本ら
（2018）42）

災害時の看護組織に焦点
を当て，組織的ストレス
緩和策の実態を明らかに
し，今後の災害に備えた
病院組織の BCPに活かす
ことのできる知見を得る

2011 年 3 月 11 日
東日本大震災

1都 12県の東日本
の病院に東日本大
震災の際に勤務し
ていた看護師200名

質問紙法
（web）

組織的ストレス緩和策は概ね 2割程度の組織で実施されていた．ピア（同僚）
サポート等の現場レベルでの自発的行動で行われたストレス緩和策の傾向が
強く，組織からの明確で意図的な介入行動は不十分であったことが明らかに
なった．また，災害時の自主出勤基準，セルフ・ケア，リーダーシップ，心
のケアチームの存在はあまり認知されておらず，その必要性の認識が不十分
であることが示唆された

山崎ら
（2009）43）

中越地震において被災し
た看護職を対象に，広域
災害後の看護職の心理的
ストレス（惨事ストレス）
を質問紙調査によって把
握し，災害による看護職
の外傷後ストレスに影響
を及ぼす要因を検討する

2004年 10月 23日
新潟県中越地震

中越地震発生地域
内の病院施設で働
く 15 病院の看護職
で，調査回答に同
意した 842 名

質問紙法

年齢が高いほど，さらに急性ストレス反応が強いほど，外傷後ストレス反応
（PTSD）の「再体験・侵入的想起」「回避」の傾向が強かった．年齢が低いほ
ど，急性ストレス反応が強いほど，PTSD反応の「再体験・侵入的想起」が
強いほど，被災後の退職の検討が多かった．自由記述の分析の結果，「出勤で
きなかったことを厳しく追及・批判された」ことに対して辛く感じている看
護職が多かった．その一方で被災時に周囲からの励ましや労いの言葉を受け
たことで，楽になったり，頑張れるという気持ちになった看護職も多かった

浦部ら
（2007）44）

被災者活援助者である看
護職にインタビューを行
い，被災地看護者の体験
から被災地看護職が災害
を乗り越える過程を分析
し，今後同様な災害が起
きた時の看護職のストレ
スコーピングと必要な支
援システムについて考察
する

2004年 10月 23日
新潟県中越地震

被害が一番大き
かった新潟県小千
谷市尚の 3病院の
看護職 12名

面接法（半
構造的面接
調査）

ストレスを乗り越える過程において共通する４つのキーワード「家族の安否」
「看護職者としての役割」「マンパワーの確保」「ストレスコーピングとしての
ピアカウンセリング」が抽出された．看護職者は早期にストレスを乗り越え
るために必要な支援システムとして，看護職が家族の安否を確認できるシス
テム，ストレスに対する援助，家族を持つ看護職には自分のために休みを使
える援助，病院ごとに起こり得る状況を予測した上でボランティア配置や物
品配置などが示唆された

山賀ら
（2002）45）

大震災で自らが被災しな
がらも医療従事者として
職務にあたった看護者の
ストレスに関しての長期
的調査の結果を報告する

1995 年 1 月 15 日
阪神・淡路大震災

阪神淡路大震災の
被災地域に所在す
る 2つの中規模病
院の被災体験のあ
る看護者 25名

質問紙法

震災 2か月後・6か月後・12か月後・38か月後・62か月後に DSM-IVの診
断基準に基く調査紙を用いて調査した．各調査時期の PTSDの出現率は震災
2か月後で 6.9%，6か月後で 4.3%，12か月後で 4.7%，25か月後で 3.9%，38
か月後で 3.0%，62か月後で 2.2%であった．PTSD診断基準の各カテゴリー
はいずれの調査時期においても診断カテゴリー B（外傷的出来事の持続的再
体験）の基準を満たす割合が高かった．PTSD判定ありの者は家屋被害あり，
地震当日の看護活動経験ありの割合が有意に高かった
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上に向けては各地震災害での災害看護活動の経験一つ

ひとつを皆で共有することが不可欠である．研究成果

の公表は一度に広範囲かつ多数の看護職に知見を提供

できるため，経験の共有方法として効果的である．ま

た，熟達した災害看護の実践者を育成し，災害看護の

概念化や発展に寄与には，単に経験したことに留める

ことなく省察の機会を持つことが必要とされるた

め 48），経験の省察という観点からも研究に取り組む

意義は大きい．今後も地震災害ごとに災害看護活動で

起こった事象の詳細やそこから導き出された課題に関

する研究の蓄積が必要である． 

　次に，「備えに対する看護職の意識・認識」と「各

部署における減災・防災体制の整備」はどちらも災害

静穏期における備えに関する研究であった．備えは災

害看護分野で緊急かつ優先順位の高い研究課題として

報告されているが 49），本研究の結果からも必要性・

重要性ともに高い研究課題が取り組まれている現状が

わかった．神原らの研究 49）では備えに関する緊急課

題として『災害急性期における看護支援方法のマニュ

アル作成』が示されている．急性期の病院では患者の

救命救急や集中ケアが重要な役割であり，一刻も早く

適切な医療・看護の提供が求められる．また，急性期

では心のケアや遺族ケア，要配慮者へのケア等におい

て迅速な対応が必要となる．求められる役割を適切か

つ迅速に果たすためには，想定される災害看護活動の

内容や具体的な実践方法を事前に明文化しておくこと

が必須である．よって，看護職の具体的な行動指針が

必要であり，災害急性期の動的な対応を行うための取

り決め事である災害対応マニュアル 50）や役割に応じ

てカスタマイズされた発災直後の行動指針であるアク

ションカード 51）の整備の重要性が高い．「各部署にお

ける減災・防災体制の整備」において発災時間帯や部

署を考慮したマニュアルの作成や初動体制の整備が今

後の課題として示されていたことから，発災時間別や

部署別の災害対応マニュアルやアクションカードなど

の行動指針に関する研究の蓄積が必要である． 

　また，備えに関しては『一般病院における災害時の

備えに関する啓発」も緊急かつ優先順位の高い課題と

される 49）．これまでの研究では災害静穏期における

看護職の備えに対する意識や認識，災害に関する教育・

訓練やマニュアル等の効果検証の側面から備えの啓発

について取り組まれていた．備えの確立に向けては災

害対応マニュアル等の作成されたツールが形骸化しな

いことが不可欠であり，そのためには継続的な啓発が

重要となる．これまでの研究は横断的評価に終わって

いたため，今後は啓発の効果に関する中長期的な評価

として教育・訓練を通したマニュアルの周知状況，看

護職の意識や理解度，対応実践能力の変化等の側面か

らの縦断的研究が必要である．

　今回対象となった 7つの地震災害の発生時期を見る

と，暑熱期や厳冬期の地震災害は僅少であった．暑熱

環境や寒冷環境下では地震による被害に加えて暑熱・

寒冷ストレスによる健康障害も発生する 52）．また，

積雪環境下では雪による交通・物流障害や復旧作業の

遅延などさらに深刻な状況に陥る 53）．加えて，近年

では集中豪雨や大雪等の自然災害も頻発しており，地

震災害との複合災害が発生する可能性も危惧される．

国際的な防災指針の『仙台防災枠組み 2015-2030』54）

の優先行動の 1点目に「災害リスクの理解」が示され

ていることから，まずは自施設が立地する地域および

自施設の災害リスクの把握が不可欠である．また，備

えに向けては自施設で起こりうる災害のリストアップ

と，その災害が起こった場合の脆弱性の評価からその

対応策を練る hazard vulnerability analysisの考え方が重

要となる 48）．よって，自施設の地域特性や地震発生

の時季などの影響を十分に想定した上でリスク要因と

なるハザードの解明や脆弱性の評価，リスク特定やリ

スク評価など，病院での災害看護活動におけるリスク

マネジメント研究が必要である．

　「看護職のメンタルヘルス」では被災地内の病院で

勤務する看護職のストレス反応やストレス過程，スト

レスコーピング，個人や組織のメンタルサポートの実

態に関する研究があった．被災地内の看護職は被災者

でありながら看護職として支援者でもあるため，精神

的負担は非常に大きい．加えて，地震災害では同時多

発的な被害によって同僚や近親者の死，身体損傷の激
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しい外傷患者の対応など悲惨な場面への遭遇，損傷し

た建物や余震など危険な状況下での看護活動など，危

機的ストレスにより晒されやすい．さらに看護職は被

災者の心のケアや遺族ケアを担うため，対象者が語る

悲惨な体験を傾聴することで二次的心的外傷後ストレ

スを受けやすく，地震災害時の看護職のメンタルヘル

スに関する研究は重要課題である．外傷後ストレス障

害の発症には急性ストレス反応の強さが影響すること

から 43），急性ストレス反応を予防・軽減するための

対策が重要となる．しかし，これまでの研究では看護

職の所属組織による支援が十分に行われていない状況

が報告されていた 43）．よって，組織的なメンタルヘ

ルス支援に関する研究が喫緊の課題である．また，看

護管理者を対象とした研究は 3件あったが，「看護職

のメンタルヘルス」の分類では看護管理者に焦点を当

てた研究はなかった．地震災害時の看護管理者は患者

やスタッフを守ることを優先して自分のことは後回し

となり，交代要員の不足のために不眠不休で活動する

など，よりストレスフルな状況に置かれやすい 46, 47）．

今後は看護管理者のメンタルヘルスに焦点を当てた研

究の蓄積も必要である．

　本研究の限界はキーワードを地震災害に限定してい

る点である．自然災害を対象とした研究に含まれる地

震災害に関する知見を反映できていない可能性が考え

られる．また，本研究では看護学の文献情報を検索す

るために医中誌および CINAHLの 2つのデータベー

スを用いており，検索範囲に限界がある．

Ⅵ．結論

　分析対象文献は 40件であり，そのうち国内文献 39

件，日本語文献 38件であった．実際の災害看護活動

経験者を対象とした研究は 24件で，その半数は東日

本大震災に関するものであった．研究内容は「超急性

期から慢性期における災害看護活動の実際と課題」

「備えに対する看護職の意識・認識」「各部署における

減災・防災体制の整備」「看護職のメンタルヘルス」

の 4つに分類された．

　今後の研究上の課題として，発災時間別や部署別の

災害対応マニュアルやアクションカードなど行動指針

に関する研究，自施設の地域特性や地震発生の時季な

ど様々な想定を考慮した災害看護活動のリスクマネジ

メントに関する研究，組織的支援や看護管理者に焦点

を当てたメンタルヘルス研究の必要性が考えられた．

　なお，本研究の利益相反はない．本研究は 2019年

度札幌市立大学学術奨励研究費の助成を受けた．
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Current research into disaster nursing in hospitals for earthquake disasters

Mirei ONITSUKA and Atsuko AURUES

　Abstract

Purpose: This study aims to review articles published in Japan and other countries that report on disaster nursing in hospitals 
for earthquake disasters, and to obtain ideas that are useful to examine issues to be addressed in future research.
Methods: Using the keywords, saigai, jishin, kango, byouin, and disaster nursing”, articles were identified through the 
Ichushi Web database and CINAHL with Full Text databases. We chose and organized 40 articles by the year of publication, 
research purpose, methods, and results, and classified the articles based on the similarities in research topics.
Results: For the research topics, articles were classified in “actual conditions and issues in disaster nursing from the 
hyperacute to the chronic stage”, “interests and awareness of preparation among nursing staff ”, “preparation for disaster 
mitigation / prevention employed by different departments”, and “mental health of nursing staff ”.
Conclusions: As research topics in future research, we may need to conduct research on the action guidelines organized by 
the time zone of disaster occurrences and by department, on the risk management based on the regional characteristics of 
facilities and the time of earthquakes, and on the mental health with a focus on organizational support and nursing managers.

Keywords：disaster nursing, earthquake disasters, hospital, literature review
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